
景観条例等により地域の歴史や文化・景
観を維持しながら居住用住宅の新築・改築
に助成を行っている取組
（岐阜県高山市）

【支援措置】
中心市街地活性化ソフト事業 総務省 ［事業経費の１／２を特別交付税により措置］

【事業費】
7,000千円（支援措置対象経費：7,000千円）

中心市街地区域外から中心市街地区域内への移住を目的として、自己居住用の住宅の新築・改修および取得に対して補助を行う。

中心市街地区域の人口減少が進み、居住者が不在となったことで空き家や空き地を増加させ、市の貴重な財産である文化の継承、町並みの景観の
維持が危ぶまれ、まちの魅力や個性を無くしていく状況であることや、少子高齢化も顕著で、町内会や子供会等のコミュニティー組織の運営や地域単位
の文化活動、社会教育活動も困難となっている状況であることから居住者の減少に歯止めをかけることが課題であった。

中心市街地人口の増加につながる新築等（移住を伴うもの）に対して工事費の一部を補助する。補助対象となる経費は、設計・管理委託費、整地費、
新築・改修に要する経費、住宅の取得に要する経費等である（土地購入費や既存建物の撤去費用は除く。）。なお、新築・改修する住宅は、高山市の景
観条例及び景観計画のまちづくりの方針に適合させなければならない。

また、補助対象者は、補助対象となる建物に今後5年以上継続して定住し、地域住民との交流を積極的に図る意思がある者とし、申請の際に宣誓書
を提出することとされている。

市外からの移住を促進し、一層の居住人口の増加を図り、住みやすいまちとにぎわいのあるまちを実現するため、第2期中心市街地活性化基本計画
の策定に合わせて補助内容の見直しを行った。
【見直し前（～H26）】

工事費の1/2、上限100 万円
【見直し後（H27～）】

移住者が市外から中心市街地に移り住む場合、事業費の1/2、上限150 万円
移住者が市内から中心市街地に移り住む場合、事業費の1/2、上限100 万円

平成22年度から平成30年度までの9年間で約300人が市外から中心市街地区域内へ
移住し、移住促進及び居住誘導の成果が表れている。

制度利用件数（203件）のうち、新築が110件、改修が79件である。また、市外からの
移住に係るものは203件中108件であり全体の約半数となっている。

【計画書の事業名】 まちなか定住促進事業
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